　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修出張様式４
	　　　　　　　　　　研修報告書
	理事長
	所属長

	　所　　属：青明舎　　職種：精神保健福祉士　　　　氏名：中嶋　統子　　　　　　　

	　期　　間　　平成　16年　11月　21日（日）～　平成　16年　11月　23日（火）

	　出張目的　「社団法人日本精神保健福祉協会　第５回基礎コース研修」参加の為

	　出 張 先　　財団法人全国精神障害者家族会連合会　精神保健福祉施設ハートピアきつれ川

	研修要旨（プログラム毎に）　　　研修に関する考察（プログラム毎に）


全体を振り返って

今回の研修は、私が初めて参加したPSWという同職種が集う研修であった。全国各地のPSWと交流ができ、その地域ならではの支援方法に違いはあるものの、PSWのあり方への思い、また抱えている悩みなどは自分と変わらないことへの安心感・自信は大きかった。

研修を終えて、一番大きな収穫であったと思うのは、病院・デイケア・施設などどの機関も当事者の地域生活を支援する為には、大切な役割を担っているということだ。地域にある機関でなければ、利用者の生活支援ができないわけではなく、利用者にとって各機関での生活・経験が全て、後の地域生活に役立つものだと思う。そう感じることができたおかげで、チームアプローチの意義や他職種との連携を考える中、以前とは違った側面から物事を見れるようになった。そして、利用者が自身の生活に役立つと思えるような支援を、私たちPSWが行わなければおけないというのも強く感じた。

また、この研修の大きなテーマとして「生活支援」と「就労」のあり方があった。この２つは切り離せない関係であり、どちらかに絞って支援するものでもないと思う。個人なりのペースは異なるものの、医療機関との連携を継続しながら、就労を含めたその人なりの人生を、利用者と一緒に考えていけたらと思う。今までの自分の姿を振り返って、利用者を自分の価値観の中だけでとらえていた部分や、利用者の言葉を受容することに重点をおきすぎて、人間対人間のかかわりだということを実践に生かしきれないでいた。「信頼関係」と言葉にするのは簡単だが、その関係性を築く為には、疑問に感じたことや納得できない部分はその都度相手に伝えていき、さらにある程度の期間を要さなければいけないのだと学んだ。相手の話を黙って聞くことだけなら、誰でもできる。この研修は、PSWの専門性というものを、もう一度自分なりに考えてみる動機付けとなった。

最後に、私が所属する地域生活支援センターは今後どうあるべきか、自分の役割とともに試行錯誤を繰り返していくのだと思うが、１つ感じたことは、今までの支援センターでの自分は地域に対して受身的な面が大きかったと思う。地域を巻き込みたいといくら強く思っていても、待ってだけいたのでは何も変わらないし、地域の偏見はなくならない。まずは、職員が地域の行事などに参加し、顔を売ってくるところから始めようと感じた。行政機関、民生委員などとの上手な付き合い方も考えている。結果を急ぎすぎず自分なりの個性を大切に、積極的に提案をしながら仕事をしていこうと思う。今回の研修に参加して本当に良かったと強く感じる。

1日目（11/21）

· 講義１．「日本精神保健福祉士協会の歴史と展望」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師：高橋　一（社団法人日本精神保健福祉士協会会長）

１．はじめに

　1995年の1月、阪神淡路大震災を契機に、政府は災害時の『心のケア』に動き出し、協会も交代で救援活動行い、国から表彰された。この表彰が、国家資格化の有利な材料となった。災害の救援は、地元の精神保健福祉士との連携が大切であり、その為には、精神保健福祉士が普段から在宅利用者との関係作りに努める必要がある。

２．日本精神保健福祉士協会の歴史（①→⑧への流れ）

①協会設立（1964～1969年）

1954年の実態調査では、全国の精神障害者は130万人、その内要入院者は35万人と推定された。日本は1960年代から収容主義の道を歩み始めたのだが、その精神病床の増加とともに、向精神病薬が登場。社会的入院者が増えてきたことにより、精神科病院の退院と地域での通院者の生活を支えるPSWの必要性が増してきた。

1958年、MSWの全国組織が職能団体でなくなったことから、それまでMSWと一緒に活動していたPSWは、独自に全国的な職能団体を結成する必要があるとの連携が高まってきた。1963年8月、76名のPSWによって「精神病院ソーシャルワーク連絡協議会」を発足したのが、その始まりである。1965年、第1回PSW全国大会・総会開催。

　【設立趣意書抜粋】

　　精神科ソーシャルワークは、学問の体系を社会福祉学に置き、医療チームの一員として精神障害者に対する医学的診断と治療に協力し、その予防及び社会復帰過程に寄与する専門職であります。

　　ここに、全国の精神科及び精神科関連領域における精神科ソーシャルワーカーは、日本精神医学ソーシャルワーカー協会を組織し、大同団結して、精神的情緒的障害者の福祉のためにその専門的知識と技術を駆使し、その要求に応えなければなりません。(中略)また（PSWの）社会的地位の確立も重要である。

③躍動期（1970～1972年）

「PSWとは何か」「クライエントの為に何が出来るのか」という実践主体としての基本的問いかけを行いながら、クライエントの現状に目を向け、PSWの業務、役割、機能についての検討を始める。対象者をめぐる社会的洞察の重要性が提起された時期であった。しかし、PSW自身の社会的地位の低さ、身分の不安定さ、劣悪な労働条件などの問題が生じ、PSWとしての専門性の確立以前に、PSWの待遇改善を含む、社会福祉全般、精神医療全般の基盤整備を先行すべきであるとした。

④協会がクライエントから告発された時期（1973～1977年）

『Y問題』の提起。⇒1973年、横浜で開催された第９回全国大会総会の場で、Y氏から「私はあなたたちによって不当にも、無理やり精神病院に入院させられた。現場の第一線で働いているPSWに訴える」と発言した。内容は、専門職としてのPSWのあり方を基本的に問うものであった。

⑤「PSWとは何を」を討論した時期（1978～1980年）

Y問題の教訓化に基づいた日常実践の内部検討を集中的に継続した。そこからは、対象者の立場に立って問題を捉え直すこと、対象者と共に歩む関係性の重要性を認識しあうところから専門性を捉え直すことを志向しようとするPSWの実践の方向性が明確になってきた。また「Y問題と資格制度の検討は二者択一ではなく関連しあっている事柄であり、PSWの立場が問われるというPSWの中身の問題が重要であり、倫理性の確立もまた重要問題である」という谷中理事長(当時)の見解表明もあった。

⑥組織再生期（1981～1984年）

　　1980年、PSW協会の機能回復を積極的に進める為に「提案委員会」による「提案委員会報告」で、以下の5項目を行う必要があると結論している。

　＜１＞「クライエントの立場を理解し、その主張を尊重する」という「本人の立場に立った」我々の日常実践の深化と確立の為の取り組み

　＜２＞精神障害者を取り巻く状況分析と、それを通して我々の日常実践と協会活動を進める取り組み

　＜３＞あるべきワーカークライエントの関係の樹立に向けた取り組み、PSWとしての倫理綱領の確立、PSWを規定するフレームワークの確立

　＜４＞PSWの福祉労働論の構築を目指した取り組み

　＜５＞「そのような実践や活動の背景となる、また、保障される」我々の「専門性」の追求と専門性の確立を

　　1982年、第1回PSW全国研修の開催

⑦PSW団体として課題整理時期(1985年～)　

今日、PSW協会が取り組んでいる課題が全て顕在化してくるようになる。三点課題（1.精神障害者福祉に関する理論の構築、2.PSW業務の確立に向けた取り組み、3.倫理綱領の制定）、組織拡大、法改正を含む精神保健医療改革の問題、資格問題等々への取り組み。これらに加え、全国各地のPSW活動を活発にすること、組織の法人化に向けて積極的な活動方針も掲げた。

1988年、第24回PSW全国大会総会が沖縄で開催、「精神科ソーシャルワーカー倫理綱領」が採択された。

⑧精神保健福祉士法成立

　1997年12月、精神保健福祉士法が成立。1999年総会で、名称を「日本精神保健福祉士協会」（英語名　The Japanese Association of Psychiatric Social Workers）と改正したが、団体の性格は日本精神医学ソーシャルワーカー協会当時と同様、PSWの団体である。

３．今日的役割、そして展望－精神保健・医療・福祉施策の動向と課題－

　地域でのソーシャルサービスがクライエントにとって、有用なマンパワーとしての精神保健福祉士の養成・配置が進められる一方で、精神科医療の改革や社会復帰施設等の整備の促進、権利擁護制度の創設など、多くの課題が山積みしている。

2002年「障害者プラン」の中で、約72,000人のいわゆる社会的入院患者について、10年以内の退院・社会復帰を目指すとされるなど、精神障害者にかかわる医療・保健・福祉の総合的な取り組みが進められている。また、障害者基本計画の中では、精神保健福祉士の養成と適切な配置を図ることも目標とされている。

厚生労働省が本年10月15日に提示した「今後の障害保健福祉策について（改革のグランドデザイン

案）」では、今後の障害保健福祉施策について、改革の具体策のひとつとして、身体・知的・精神障害の福祉サービスにかかわる共通部分を総合化する「障害福祉サービス法(仮称)」を次期通常国会に提出するとしている。

こうした政策動向や制度改革が進む中で、本年6月1日、厚生労働省所管による社団法人としての設立が許可された。

４．さいごに

　PSW協会の動きは、その時代の動きに沿ったものとなっている。PSWの本務である、政策動向・制度改革について、精神障害者の地域生活がより良いものとなるよう、その地域作りの為各々の現場から声を上げていくのがPSWの使命ではないだろうか。

＜考察＞

　今日の、社団法人精神保健福祉士協会が生まれた経緯を、時代の背景に沿って学ぶことができた。自分が想像していた以上に、「PSWとは何か」という問いが長年PSWにとっての課題であったことを知り、その答えは時代の動きによっても形を変えるであろうし、答えなどでない、これからもずっと社会や自分に問いかけていかなければいけないものであると思う。また、そのことがPSWの専門性を考える上で必要ではないだろうか。

現在、精神保健福祉士協会が課題としている医療・保健・福祉の総合的取り組みについて、私が日々出会うのは、患者が退院後次の日から病院と同敷地内にある、社会復帰施設に入所となる事例だが、高橋会長の講義の中には、この事例が果たして障害者のニーズと合っているか？という問いかけがあった。確かに、やっと退院しても環境は何も変わらない、という事実はあるかもしれないが、その中でも障害者本人が生まれ育った地域に戻る為、ある程度の将来性を予測した上での施設・PSWの役割が期待されるのだと考える。

今後、日本における障害者分野は、身体・知的・精神障害の３分野に幅広く対応することが求められる。講義の中の「福祉労働論」という言葉にあるように、役割が期待されるPSWだからといい、職場側から解雇されないという保証はどこにもない。職場から、利用者から必要とされるPSWを目指し、あらゆる機会を、日々資質の向上に役立てていこうと思う。

○講義２．「精神保健福祉の専門性Ⅰ‐ソーシャルワークの理論と実際‐」　

講師・：柏木　昭（聖学院大学総合研究所）

理　論
1.PSWの実践原理

　ソーシャルワークの中心的構成要素となるのは、「かかわり」（関係論）、「人と状況の全体性」（アセスメント論、「クライエント自己決定の原則」（対象者観）である。

1）かかわり　　

　ソーシャルワーク関係

　　SWCS：Start where the client stands.　「クライエントが立つところから始めよ。」

　　→自分たちの枠組み、業務にあてはめるのではなく、時間をかけて、クライエントのニーズを中心に関わる。

（1） かかわりの方法

  a.直接援助技術

　　ケースワーク：個別対面関係。クライエント自己決定の原理に支えられるかかわり。

　　グループワーク：集団関係。集団力動（グループダイナミックス）の起きるかかわり。

b.間接技術援助

　コミュニティワーク：住民主体との関係。ノーマライゼーションの理念を軸にするかかわり。

　　　　　　　　　　1981年、国際障害者年の理念　

注）集団力動について

　集団経験は、個人の成長経験に貢献する。デイケアは、集団力動を活用する典型的な場となっている。グループワーカーは、必ずしもリーダーではない。リーダーシップは自然に生まれ育っていくものである。

（２）「ここで、今」“here and now”の概念　→　ワーカーの基本的姿勢として問われるもの

　ソーシャルワーカー（寄り添う者・伴走者）は、クライエントの「ここで、今」の気持ちにじかに触れ、受け止めようとする。病名診断にはこだわらない。

＜ポイント＞

※クライエントを生活の主体者としてみる。希望の実現という課題に向かう共同作業を、ワーカーが行

う。一緒の方向性をもった視点が必要。

※傾聴80％、自己開示20％。傾聴は、クライエントとの共同作業であり、感性（共感をもって感じとる能力。注意力と想像力が必要）が必要である。感性を研ぎ澄ます為には、それなりの訓練をしなければいけない。“共感”と似たような言葉で、“同情（コンパッション）”という言葉があるが、これは苦しみを共にするかかわりで、客観的に物事を見れなくなる。絆（ほだ）されてはいけない。

（３）受容について

　「面接技術は受容に尽きる」：「あるがまま、ここで今、私とあなたのかかわりの中で」クライエントを無条件に受け入れること。人間の行動を全て容認することではない。関係論として限定。

（４）医療チームとのかかわり

　医療とソーシャルワークは、自然科学的な論理対人間学的な存在論で対峙する。互いに尊重することで、チームが成立する。

２）人と状況の全体性－ソーシャルワークにおけるアセスメント

アセスメントは、「ここで・今」の「出会い」から始まるクライエントとの共同作業。ソーシャルワークとケアマネジメント。

※“ケアマネジメント”は、SWCSと相反する関係である。こちらのサービス提供の枠組みに基づいて行うものであり、限られた時間の中で業務論を中心に用いる。

（１）アセスメント：クライエントの持つ問題と当事者をめぐる状況、必要と考えられる資源の明確化等を経て、問題解決の方針を立てるまでの過程。

（2） アセスメントの構造：クライエントは「診られる対象」から「共に見る協働者」となる。

（3） アセスメントの視点：クライエント自身の症状などに固執するのではなく、クライエントの生き方に理解の焦点を当てる。

（4） アセスメントの対象：クライエントの生活問題を、「全人的視点」（人とその環境を総合的に見る）で見る。個体責任論（本人が治らなければ何も始まらない）という考え方からの脱却。どんな社会で病気になったのか？

（5） アセスメントの行方：専門職として孤立せず、コミュニティの持つ力を重視する。

３）クライエント自己決定の原則

　・クライエント自己決定と「時熟」

　　自己決定は、クライエント①「能力」だけによるものではなく②「良質的かかわり」③「時間」も必要である。

実　践　

2．援助実践において、生活をどうとらえるのか

１）人はそれぞれ固有の生活を営む

　リハビリテーション（生活支援）は、「世に棲む棲み方の獲得である」「支援組織（ソーシャルワーカー）も先ず、そのような独自のライフスタイルの獲得と保持を保障するのが望ましい」その成否について論（あげつら）わない。

２)生活者志向（生活者モデル）

・医学モデルは「社会は健常な性格を持」ち、クライエントはそれに適応できない個人。適応論。関係

性から言うと職員主導。日本は1970年代いっぱいは適応論。

・生活者志向は、クライエントの望む生き方に関心を寄せる。原因を追求し病理を探求するのではなく、

資質・資源を共に見出す作業である。対等な関係。

３）社会復帰をどう考えるのか

・欧米

Back to the community.利用者がまさに特定の地域社会の帰ることそのものを社会復帰と言う。

・日本

　社会復帰とは、社会への適応性を身につけることを言う。病院で訓練（train）があり、「適応できるようになってから退院（place）」vs．「その場にいってから（place）、トレーニング（train）するというのが基本」

４）コミュニティケアとは

（１）保健・医療機関のあり方

　　病院機能（短期入院の為）の充実と、もう一方には地域に開かれたケアを志向すべき課題。病院等保険医療機関は、コミュニティの一部であるべき。

　　地域側から病院への働きかけができているか。デイケアは、格好のチャンネル（病院と地域の橋渡し）である。

（２）地域における精神保健福祉実践者として公私ネットワークを機能的に展開し活用することができているか。（例：デイケア終了後の利用者に対する地域生活支援体制の保障。地域拠点の創設等にかかわる。）

（３）専門職として持っている情報の公開と共有による自助組織の支援である。

（４）視点を、障害者の基本的人権・権利擁護におく。行政も福祉サービスの第一線に立つ部局として、当然人権擁護の視点を持たなければならないが、ソーシャルワーカーはその辺での「見張り」の役割を果たしていかなければならない。

＜考察＞

　今回の講義を聞き、利用者と関わる上で、基本的だけれど非常に大切なことを再認識することができた。援助者・利用者の関係である前に、１人の人間対人間の関わりなのだから、納得できない部分は相手に伝え、仮に自分と反対の価値観であったとしても、その裏側にある相手の気持ちをわかろうと歩み寄る姿勢は、忘れてはならないことを強く感じた。あくまでも、その人なりの価値観でのライフスタイルがあり、それを無理に自分の常識に当てはめようとするのは違うのでは、と思う。今までの自分の関わりを振り返り、反省する場面は多かった。

　また、欧米の社会復帰のように、社会復帰をした後に訓練を行うというのが、時代に沿った支援の形だと思うが、まだまだ訓練が先でなければいけないという現状がある。利用者が生活の幅を広げられるよう、私たちが様々な選択肢を提示し、利用者のエンパワメントが促進されることと、地域生活支援センターが今より一層力をつけて活動できるには何が必要か、具体的に考えていきたい。

　
○グループディスカッション１「自己紹介・私の課題」

　グループE　

	
	氏　名
	所　属
	自身の課題

	１
	安部　勝彦
	鹿児島県　平和台病院

デイケア勤務
	・１年目は看護助手として働いた。２年目の今、PSWとしての役割は何か。他職種との連携。

	　　

２
	正木　美香
	医療法人永寿会　恩方病院（395床）相談サービスセンター勤務
	・日々の業務に終われる中で、PSWとしてのあり方・原点とは？

	３
	石井　技子
	医療法人慈光会　慈光会病院

医療福祉相談室勤務
	・疎通性の低い患者とどうかかわるか。他職種との連携を学び、業務の見直しを行いたい。

	４
	大川　亮
	神奈川県

知的障害者施設勤務
	・知的障害者福祉、また福祉分野全体への視野を広げたい。

	５
	櫻井　佐智子
	山形県　上山病院勤務
	・日常、行っている業務を見直したい。



	６
	太田　きよみ
	愛知県　南豊田病院

病棟（急性期）、デイケア勤務
	・急性期病棟での、患者・家族とのかかわりを知る。

・全体的なPSW業務への疑問解消。

	７
	中嶋　統子
	医療法人　青仁会

地域生活支援センター　青明舎
	・チームの中でのPSWの立場・役割を考察する。

・PSWとして、自分なりの意見を発言できる。

	８
	鳥越　永美子
	社会福祉法人養和会　福祉ホームB型　はばたき
	・利用者個人なりの生活を支援する為に、どの部分に専門性をもっていけばよいか。


Q．どのように他職種と連携をはかるか？

石井：「月に１度、医師とのカンファレンスの場があるなど、医師との連携はまめにとるようにしている。連絡箋のやりとり（医師から返事もらえる）、医師に患者の作業様子を見てもらうことで、経過の評価など。

太田：デイケアでは週に１度、他機関との情報提供の場がある。
＜考察＞

　今回の研修は、経験５年未満のPSWが対象であった為、グループメンバーも私と同じくらいの経験年数の方ばかりであった。メンバーが発言するそれぞれの課題も「日々の業務の見直し」「PSWのあり方」「利用者との関わり」といったように、自分が日々感じている思いと重なる部分が多くあった。初日は、ほとんど自己紹介で終わり、深い内容については翌日からのグループワークへとつなげられた。私と同じように１年ごとに勤務先が変わっているPSW、デイケアと病棟をかけもちしているPSW、現在は知的障害者分野で働いているPSWなど、全国各地のPSWの勤務環境を知り「おもしろい研修になりそうだ」と真っ先に感じた。
2日目（11/22）

○講義３．「精神障害者の職業リハビリテーションの実際」

　　　　　　　　　　　　講師：小林　久美子（栃木障害者職業センター主任障害者職業カウンセラー）

・障害者職業センタ－について

本部（東京・千葉）、3広域センター（所沢、吉備、せき損）、地域障害者職業センター（各都道府県47ヶ所＋5支所）


□職業相談・評価・指導（職業リハビリテーション計画）

　







※職務試行法・・・職場の中で評価

□職業準備支援事業

・ワークトレーニングコース（自立支援コース　20センター→栃木県ではまだない）

　　知的障害者を中心に　　　精神障害者を対象

　目的・・・基本的労働習慣の体得、職業に関する知識の習得

　期間・・・今年度は、年間5期程度（1期あたり基本コース8週間、状況に応じて延長短縮）

　実施時間・・・ワークトレーニングコース→（日）～（金）　9：00～16：00

　　　　　　　　自立支援コース→　〃　10：00～15：00

内容・・・作業支援（商品券を入れる箱作りなど）、職業準備支援講座（面接方法、履歴書の記入方法、ビジネスマナー、レク活動など）

□ジョブコーチ支援事業（「職場適応援助者による人的支援」）

　　雇用前・雇用時・雇用後いつでもかかわる

　目的・・・障害者の就職または職場適応に関する課題の改善を図るジョブコーチによる、きめ細やかな人的支援

　支援対象者・・・職場適応の為に支援が必要な求職者または在職者である障害者。障害はオープンかクローズか。

　　　　　　　　　　

⇒職務遂行支援・労働習慣・対人技能・通勤・社会生活等

　　　　　　　　　支援対象となる障害者を雇用しようとする事業主、または雇用している事業主

　　　　　　　　　　⇒障害特性・職務遂行＆内容・雇用管理・連携体制等　

支援対象となる障害者の家族等

　⇒障害特性・家庭等での支援方法・連携体制等

・障害者の職業リハビリテーションについて

＜定義＞

「障害者が適当な職業に就き、それを継続し、かつそれにおいて向上することができるようにすること、ならびに、それにより社会への統合又は再統合を促進すること」（ILO,1983年）

・障害者への支援の実際

◇職業相談・評価～職業リハビリテーション計画の策定

　　職業準備支援事業（自立支援コース）

　　ジョブコーチ支援事業

　　リワーク事業（精神障害者職場復帰支援事業）※

※リワーク事業・・・平成16年～全国６箇所の地域障害者職業センターで開始された。うつ病等により休職中で精神障害のある方（以下「支援対象者」）が円滑に職場復帰できるよう、主治医との連携の下、障害者を雇用している事業主及び支援対象者に対して必要な支援を行う。

　　　　　　　　　　雇用事業主への支援⇒①職場復帰にかかる受け入れ体制等の整備にかかる助言・援助（業務内容・業務量・出勤ペース等）②支援対象者の状況等に配慮した指導方法等の助言・援助（事業所内での講習会等の実施）③家族や医療機関との連携、連絡体制等の整備

　　　　　　　　　　支援対象者への支援⇒①生活リズムの構築及び、通初等に必要な基礎的な体力の向上、②作業場面への適応上の向上、③対人場面への適応力の向上（ストレス対処講習等）

◇その他の制度等

医療機関と連携したジョブガイダンス事業（ハローワーク）

　　精神障害者社会適応訓練事業（窓口は保健所）

・「障害者の雇用促進等に関する法律」に基づく施策の適用

	事　項
	身体障害
	知的障害
	精神障害
	その他の障害

	職業紹介、職業訓練等の職

業リハ
	○


	○

	○

	○


	雇用率制度
	○

	○

	×


	×


	納付金の徴

収、調整金・報奨金

の支給
	○
	○
	×
	×

	助成金の支給


	○
	○
	○
	×

	研究、広報

啓発
	○
	○
	○
	○


※職業紹介の中には「障害者試行雇用事業（トライアル雇用）」含む。ジョブコーチとの併用可。

・今後の展開

· 雇用促進法関係－除外率制度の段階的縮小化（～H19　一律）　

△地域センター関係の取り組み－ジョブコーチ支援事業の充実、精神障害者の雇用支援の充実強化

＜考察＞

　精神障害者にとって就労の意味、就労を実現させる為にどれだけの支援が必要であるかを、改めて考えさせられた。今回の講義では、障害者職業センターにおける障害者の就労支援について段階を経て理解でき、そこで感じたことは、知的障害者の就労支援と比べて精神障害者のそれはまだまだ未整備な点が多いということと、各事業にはメリット・デメリットがあり、それらを把握して必要な支援を提供する必要があるということだ。精神障害者であれば、環境の変化に弱いという障害特性もあり、短時間での訓練から始めるという配慮もあり、また障害者本人を支えるネットワークの整備にも目を向ける必要がある。初日の講義にも話題に出されたが、個々の状態に応じて段階を踏むという、PSWが本人にとっての伴走者である必要性を感じた。

　また、精神障害者にとってあらゆる場面での医療機関との関係は重要であり、就労場面においてもそれは例外ではない。精神障害者が安定した状態のもと就労を継続できるよう、情報の共有をはかるなど継続した連携が求められるのだと思う。

○シンポジウム「生活支援～就労支援の視点から～」

＜シンポジスト＞

・増田　美和子（地域生活支援センターゆずり葉　所長）

・桶谷　肇（ハートピアきつれ川　次長）

・増山　明美（地域生活支援センターさの　所長）－ハートピアきつれ川の最初の授産部長

・熊谷　圭久（まにまに工房　施設長）

＜コーディネーター＞

　関口　吉弘（社団法人日本精神保健福祉士協会栃木県支部長）

Q１.「生活支援」をどう理解しているか？

増田さん：当事者の生活しやすい環境作り＋当事者の可能性を試せるような環境

　　　　　→自分たちの価値観を押し付けない、自分たちの価値観の幅を広げていく努力、現実と理想の擦り合わせ（一緒に行っていくプロセス）

桶谷さん：当事者は、健康な部分の方が多い。できる部分に目を向け、スタッフは悩みを支える役目。

増山さん：利用者が主体的に生活しており、スタッフに「余計なことをしないで」と言う。また、スタッフ個人の携帯電話の番号を教え、24時間誰にかけてもいいことになっている。その中で社会常識を学んでもらう。セルフヘルプ活動も行っているが、職員がかかわる時は、1個人として。

熊谷さん：まにまに工房はH16.5～。憩いの場を中心とした支援。「生活支援」も最終目標は、自己決定によりQOLを高めることであり、その為には正確な情報と判断・自己達成感の獲得による主体的生活への実感が必要である。

Q2.就労を通しての生活支援の実際

増田さん：相談・訪問を主に行っている。就労支援として、今年夏から農業用の肥料を作る仕事に就いた3名への支援。

桶谷さん：H8.10～障害者能力開発事業開始。受講期間は2年間で月80時間、受講生は入所授産施設を利用。訓練終了後は、社会適応訓練事業へ移行など。現在『ハートピアきつれ川』では11名の障害者が働いており、その内1名は正社員。

増山さん：作業所と開放して就労の場を提供しているが、一般就労の場に近づけるよう、一般企業と同じ時間帯での支援。

熊谷さん：いくら職業訓練を利用しても、精神障害者が働くのは難しく、タイミングが非常に大切。今までの経験でいくと、作業所から一般就労へとステップアップできた人は、仕事をあせっていなかった（作業所に通所しながら、ハローワークなどを利用。職種にもこだわっていなかった）。しかし、3年以上作業所で働き続けると、作業所を出て行きづらくなる。結局30／150人が、アルバイトも含め何らかの形で就労。

Q３.就労を通しての生活支援のあり方

桶谷さん：パートでは限界であり、今後は訓練後、実際の仕事に関わっていくという形をとる。清掃（体力作り）、接客サービス（対人関係）で徐々に一般就労を目指す。障害者と働くことで、ホッとする雰囲気がある。

増山さん： 計画的な就労プログラムの必要性を感じている。

熊谷さん：集団で就労するというのは、効果的。

Q４.地域生活支援センターさのへ・「就労支援は、ハローワークなど公的機関と連携して行わないのか」

　ハローワークなどの具体的な就労支援の話を聞いて、自分が何をしなければいけないのかと思った時に、ジョブガイダンス事業の利用だと思った。そして、作業所をその為に利用。個別の目的ごとに資源を利用することが必要である。

Q５.まにまに工房へ・「作業を卒業していった人たちは、どのような方法で卒業できたか」

　パンフレットを見たり、既に卒業した人の姿を真似したりして。

Q6.ゆずり葉・きつれ川へ・「就労支援に向けたアセスメントや準備などはあるか」

・ゆずり葉－ステップアップできそうな人には、こちらから声をかける程度

・きつれ川－月に1度、評価表を作成するが、評価が低いと就職できないわけではない。どうすれば職に就けるかであったり、悩み事の対処法をスタッフと一緒に考えることで、就労が近づく。

Q7.医療機関との連携のあり方

増田さん：最近の体調や、どこが苦手かを本人・Ｎｓ・PSWなど含め、カンファレンスで取り上げる。

桶谷さん：入所時に主治医意見書を用意し、その時点で入所可と判断された後は、体調不良時にはスタ

ッフが付き添い、本人の状態把握とともに医療側との情報交換を行う。

増山さん：医療とは、病状の面だけについてその都度連携する。その他の部分は本人とワーカーで行う。

熊谷さん：病状や、その他困ったことが生じた場合は、何が良い方法なのか対応策を一緒に考える。

※病院のPSWが就労に関わったケースもあった。

　・Aさん、GH入所中。

H13、ジョブコーチを利用し土木関係の職に就く。周囲からはその仕事振りを評価されていたが、自

己評価は低く、引きこもりになった後退職。Aさんは、会社の社長を父親のように慕っており、職場

は居場所のようであった。

　☆Aさんにとって職親先は、居場所の部分が大きかった。

　☆地域生活支援センターとの関係は深いが、ハローワークなど公的機関とは連絡をとる機会が少ない。

Q８.フロアへ「病院PSWが、院外で活動することはあるのか」

・緊急時には、同僚にだけ断って外に出ることはある。

・PSWだけが動くのではなく、他職種と連携して臨機応変に対応する（退院促進など）。

＜考察＞

　自分も、普段仕事をしながら常に考えている「生活支援とは？」「就労支援とは？」について、直接関係する話を聞くことができた。私はいつも『その人らしい生活』の為の支援を心がけているつもりでも、振り返ってみると自分の考えの中や既存の形に当てはめてしまっていたように思う。そのことを仕方ないと思うのではなく、自分の意識を変えたり、限られた環境の中で最善の支援を考えることで改善していきたい。私たち人間にとって、生活と就労は切り離せないものであり、どちらも満たされてこそ初めて生きる喜びをかんじるのでは、と思う。精神障害者にとっては、福祉的就労より先にある一般的な就労が目標とする所であるだろうし、それには今までの福祉的就労を卒業する方法と時期、就職のタイミング、環境の変化をサポートする支援者の関わりが重要であると考える。

○グループディスカッション２「利用者と共に生活支援を考える‐特に就労支援の視点から‐」

司会－石井、記録－安部、発表者－大川　

司会－塚原→宇都宮市にあるたきさわ病院勤務（ワーカー２名）、兼GH世話人、

　　　　　　　　　　




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当事者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




　


斉藤さん→能力訓練開発生。ハートピアきつれ川で１年勤務。週４日、担当はホテルか売店フロント。きつれ川のことは、『ぜんかれん』を購読して知った。22歳時発病、非定型性精神病。

Q.就労・生活支援の実際は？

塚原さん：近くにある職安に同行する。現在、病院が各問い合わせの窓口的役割をしているが、情報提供のみとなって、タイミングを逃さないよう気をつけている。訪問看護を平行した訪問も取り入れている（今年４月～複数の職種で訪問した際は、診療報酬が発生）。

斉藤さん：訪問された経験はないが、具合が悪いときに顔見知りの人と話できるのは安心する。

鳥越さん：H12.9～福祉ホームB型、20名万床で、今まで７名退所。毎日が生活支援。共同自炊を行うことで、仕事への自信やコミュニケーション能力がアップした。就労は支援センターが窓口で、現在公園の清掃業務を支援している。

Q.かけてもらいたい言葉は？

斉藤さん：ハートピアは就労という明確な目的があり、私にとって就労は大切なもの。一般就労への不安が多い中で、スタッフの「絶対就職させるから」という力強い言葉に安心した。

中嶋：生活と就労は切り離せない。私の職場では、チャレンジド就労サポートセンターが併設されており、就労の専門員とともに、生活・就労支援をより深く行うことができる。

斉藤さん：過去に、障害をクローズドで働き、失敗した経験があるが、次はやってみなければわからない。ハートピアでの期間が終わった後、どこかつながる所がないのは不安。一般就労している先輩は、ハートピアは「ぬるま湯だ」と言う。

大川さん：日中を作業所・デイケアで過ごす人が多く、一般就労を目指す人は少ない。

Q.働きやすい家とは？

斉藤さん：温かくておいしい食事があり、相談できる人が１人でもいればいい。

安部さん：デイケアでは、料理教室やおやつ作りを行っている。就労は、支援センターに相談があり、そこから授産施設に依頼したりなど。

Q.仕事をして良かったと思うのは？

斉藤さん：任されている仕事があることで、「自分でもできる」という気持ちになれた。ここでは、個人に合った仕事の割り当てをしてくれる。

太田さん：病院では、生活支援に限界を感じている。

Q.今後の夢は？

斉藤さん：早く経済的に親から自立したい。結婚もしたい。

正木さん：病院のある市外からの相談だと、同行支援が難しい。支援者を紹介してあげられない。今後を見据えた検討は必要。

＜考察＞

「絶対就職させるから、というスタッフの気持ちに安心した」という当時者の発言があった。現実がどんなに厳しくても、スタッフが障害者個人の可能性を信じ、一般就労へ必ずつなげるという強い気持ちを持つことは、支援をする上で必要であるし、当時者にとってもやる気につながる力強い言葉であろう。それと同時に、どんなに訓練を積んで一般就労したとしても、訓練は訓練であり、一般就労との温度差が大きいことを知り、少し暗い気持ちになった。しかし、それも結局は働いてみなければ分からないことかとも考え、その為に支援スタッフがいることの意味を問いながら、今後仕事をしていこうと思う。また、同グループのPSWの話を聞いていて、生活支援と就労支援について、併設された各機関と連携をはかりながら行っているところがほとんどであった。私自身その点は課題の1つであり、各機関の専門性を認め合い、障害者個人のニーズを満たす為には、どの機関が必要かを判断するとともに、チーム内でスムーズな連携を目指したい。

○「ハートピアきつれ川見学」

　　　　　　　　　　　　　　　　　ハートピアきつれ川


　　　　　　　　　　　　　　　福祉部　　　　　　　保養部


　　　　　　授産施設部門　　　　　　　生活支援・援助部門　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　通所授産施設　入所授産施設　地域生活支援事業　地域生活援助事業

　　定員20名　　　定員30名　（生活支援センター）　（グループホーム）

・概要

Ｈ8全家連により設立された授産施設（入所30名、通所20名）であるとともに、精神障害者やその家族をはじめ一般の方々に宿泊・研修等のサービスを提供する施設。また、地域生活支援事業（地域生活支援センター）や地域生活援助事業（グループホーム）も行う。障害者能力開発事業として、４・10月に22名を定員として募集。事業を通して、仕事への理解と経験につながるとともに、自分の仕事を受容できるようになることを目指す。

・主な作業内容

集団作業→温泉清掃・客室清掃・園芸活動

個別作業→フロント業務・売店業務・サービス業務（喫茶等）・厨房の皿洗い業務

・利用手続き

　主に家族からの相談→本人を交えての見学→相談→１週間の体験入所（通所は2週間）→１ヶ月の仮入所・工賃発生→本人の利用希望→スタッフ間で判定会議を開催→正式入所

・地域生活支援センター（プチトマト）

　22時まで開所、電話は24時間対応。食事サービス利用は、１日10名程度。

3日目（11/23）

○講義４．「精神保健福祉の専門性Ⅱ‐アドボカシ‐を中心に‐」　講師：木村　朋子（にしの木クリニック）

1.ペイシェント・アドボカシー（患者権利擁護制度）とは何か

・患者の権利侵害が起こりやすい精神医療は世界的に同じ

・法などに権利の定めがあっても利用されにくい

　＜参考＞精神医療審査会への退院請求は、34万床に対して年間薬800件（うち、入院不適応と審査されるのは20～30件）←アドボカシーは、患者－職員間の力関係の不均衡を是正し、権利を絵に描いた餅にしないことを目的とする。病院から独立したアドボケート（権利擁護者）が病院に常駐、少なくとも定期的に出入りする。

・アドボケ－トは中立ではなく、患者の立場に立つ。

2.アメリカのアドボカシー

　1986年連邦法「Protection ＆　Advocacy for Individual with Mental Illness（PAIMI）＝精神障害

をもった個人の為の保護と擁護法」で、各州に精神病を持つ個人の為の権利擁護機関の設置を義務付け。

州立病院内の、「虐待abuse」と「放置・無視neglect」をチェック。

□カリフォルニア州の福祉と施設に関する法律の定義

「アドボカシーとは、クライエントの権利と利益を直接援助、モニタリング、トレーニング、施設運営

指針の点検を通じて、代理・促進するプロセスである。アドボカシーは中立的ではなく患者の関心に立つ。究極的にアドボカシーの目的は、患者たちが社会の他の人々と同じ権利と機会をもつことの実現である」

・患者の権利規定を設けると同時に、そのチェックの為にできた制度＝強制入院要件・期間・手続き/

不服申し立て/インフォームドコンセント等の権利が、明確に法定されている必要

・情報公開→アドボカシーの意味の拡大、セルフ・ヘルプ（ピア活動を進めていくこと自体がアドボカシー）

3.現場ワーカーとしてできること

１）「退院して地域で暮らす権利」保障としての社会復帰・退院援助

　　　個別の処遇や計画の推進・長老いた人を追い出すのはかわいそうとの決別）

２）WHO基本10原則の自己決定/自己決定の過程を援助される権利の現場的尊重

　　インフォームドコンセントは、「変わり者である権利」（right to be different）」であることの覚悟。「いいえ」と言わなくてはいけないから。

【精神保健】ケアに関する法：基本10原則

５．自己決定

· 指針

５）患者の意見は、その人の同意能力にかかわらず求めるべきであり、その意見は、その人の本来の状態や自由に影響を及ぼす行動を開始するに先だって、注意深く考慮されなければならない。判断能力がないとみなされている人に、意見の理由を説明するよう求めてみると、筋の通った懸念が明らかになることがあり、また自己決定を行うことの促進にもなる。

６）同意が出来ないとされる以前に、患者が希望したことは全て尊重する。

６．自己決定の過程を援助される権利

●趣旨：患者が、自己決定するという事態を受け入れることに困難を覚えているのみで、できないわけでは場合、その人にとって知識のある第三者機関の援助は有効である。

4．その他最近の動き

①大阪に注目

　大和川病院事件→地精審→長期入院者退院促進事業・患者の権利章典・オンブズマン

　　廃院になった

②当事者運動

③心神喪失者等医療観察法案の国会通過

④成年後見制や地域福祉権利擁護事業の開始もあり、「権利擁護」＝『自己決定を支える』を確認し、『意思能力の弱い人を守ってあげる』目的に傾きすぎてしまわないように注意する
＜考察＞

　私は、社会的入院の解消を念頭におきながら仕事をしている半面、長年入院してきた患者は退院するのが本当に幸せなのだろうか。社会での居場所はあるのだろうか。等の疑問を持たずにはいられなかった。しかし、それこそがPSWとして考えなくてはいけない課題であり、患者にとって当たり前の権利である、安心して地域で生活できる仕組みをいかに作るか、であると考える。病院から「出す」という考えではなく、地域の人が迎え入れるという体制の為、私たちPSWがするべきことは何なのか、答えは簡単には出ないが日々模索していこうと思う。また、講師の「エンパワメントに関すること全てがアドボカシー」という言葉が印象的であり、アドボカシーを考えた際、当事者への十分な情報の提供が必要不可欠であると感じずにはいられなかった。当事者の可能性・選択肢を制限しないよう、様々な情報にアンテナをはりそれを当事者に伝えていくことも、PSWの大きな仕事であると思う。

○グループディスカッション３「研修を総括して」
５．櫻井さん－当事者が自己決定をしていく過程や、参考になる連携の仕方を学ばせてもらった。1番の専門家は当事者であると実感した。

３．石井さん－地域ごとのやり方はあるにしても、限られた環境の中で最善のことをやっていく姿勢でいたい。また、自分の勤務している病院と地域の関係性のうすさを感じ、まず病院のことを知ってもらえるような取り組みをしていこうと思う。この研修を、どこまで職場の同僚に伝えられるかが課題。
２．正木さん－就労支援・生活支援、それに伴うPSWの役割を考察することができた。医療機関も社会資源の1つであり、病院の中で患者の為にしていることがあるとすれば、それは生活支援になるのではないか。今まで、病院PSWの仕事を生活支援だと思えずにいた。

４．大川さん－現在は知的障害者分野で働いているが、知的障害者より精神障害者の制度などが整っていると感じたことも多かった。就労に関しては、一般就労と福祉的就労の温度差が大きいと知りショックであったのと同時に、その中で自分にできることを考える良い機会になった。

６．太田さん－不安や悩みを抱えているのが自分だけではないと知り、安心できた。今までの自分の業務を振り返り、自分の価値観を患者に押し付けてしまったり、医師や看護師に嫌われないように仕事をしてきた部分があった。全ては患者の側に立って業務改善をしていきたい。急性期の患者との関わりに疑問があったが、患者の話を最後まで聞くことから始めようと思った。

８．鳥越さん－大切なのは人と人との関わりであると感じた。自分の信念を曲げずに仕事をしていこうと思った。

１．安部さん－各機関との連携不足を感じた。参考できる取り組みは心がけ、経験を積んで当事者との信頼関係を上手く築けるようになりたい。

７．中嶋－充実した3日間であったと思う。皆さんの話を聞いて、自分が仕事に対していかに受身的であったかを実感した。今すぐに改善できないことでも、今の環境で自分ができることはたくさんあると思う。マンネリ化しない業務を目指したい。この研修で出会えた仲間を大切に、また感じた思いを今後の原動力として、明日からの業務に戻りたい。
＜考察＞

　参加者それぞれに感じた思いを発表していったのだが、初日と比べて参加者の表情が生き生きと変化していたことに驚いた。自分もそう変化していれば、と願う気持ちとともに、研修で得た目的意識やPSWとしての忘れてはいけない姿勢などをいかに持続させ、マンネリな業務を行わないかが今後の自分の課題であると感じる。また、PSWにとって各個人にしか持ち得ない「個性」「カラー」「資質」は、当事者１人１人の支援を多側面から考えていく上でもち続けるべきものであり、広い視野で物事を捉え実行できるよう、日々の中で意識して磨いていきたい。

職業評価は身体・精神・社会・職業の４側面からからなる個人側と職業側の諸特性について、把握・分析を行う。
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